平成14年11月12日

総務部長決裁

特定共同企業体の構成員の数に関する特例取扱いについて

　特定県営建設工事の請負契約に係る競争入札参加者の資格等に関する取扱要領（平成8年4月19日付け建振第56号。以下「要領」という。）第3に基づき特定共同企業体の構成員の数に関して下記のとおり必要な事項を定めるものとする。

記

1.　特例取扱い

構成員数は、4者とすることができる。

2.　特例の対象工事は次に掲げるものとする。

　(1)　設計額が概ね150億円以上の土木構造物（ただし、ダムについては、設計額が概ね300億円以上）

　(2)　設計額が概ね100億円以上の建築物

　(3)　設計額が概ね50億円以上の電気設備及び管設備

